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）

解
説
・

城
戸
　
彩
花
総
務
省
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
事
務
局
主
査

（
前
総
務
省
自
治
行
政
局
行
政
課
主
査
）

（

な
ど
、
従
前
は
書
面
で
し
か
行
う
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
法
令
上
の
手
続
に
つ
い
て
、
一
括
し
て
オ
ン

ラ
イ
ン
に
よ
り
行
う
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
法
に
お

い
て
は
、
議
会
に
関
連
す
る
手
続
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で

行
う
場
合
の
具
体
的
方
法
を
総
務
省
令
（
地
方
自
治

法
施
行
規
則
（
昭
和
22
年
内
務
省
令
第
29
号
。
以
下

「
則
」
と
い
う
。））
に
委
任
し
て
い
る
。
以
下
、
そ

の
主
な
内
容
を
説
明
す
る
。
な
お
、
本
項
目
に
つ
い

て
は
、
政
令
事
項
は
な
い
。

則
第
12
条
の
２
の
４
第
１
項
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に

よ
り
申
請
等
を
行
う
場
合
に
議
会
等
へ
送
信
す
べ
き

事
項
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。「
議
会
等
の
指
定
す

る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す

べ
き
事
項
」
と
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
の
よ
う

に
、
通
知
を
行
う
際
、
あ
ら
か
じ
め
議
会
等
か
ら
電

子
申
請
様
式
が
提
供
さ
れ
、
こ
れ
に
従
い
必
要
な
事

項
を
入
力
す
る
形
式
を
指
し
て
お
り
、「
通
知
を
文

書
等
に
よ
り
行
う
と
き
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
事
項
」
と
は
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
使
っ
て
通

知
を
行
う
場
合
な
ど
、
定
型
的
な
電
子
申
請
様
式
は

１　

は
じ
め
に

地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
５

年
法
律
第
19
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。）
が
、

令
和
５
年
５
月
８
日
に
公
布
さ
れ
、
令
和
６
年
４
月

１
日
に
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
地
方
自
治
法

施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
６
年
政

令
第
12
号
。
以
下
「
改
正
令
」
と
い
う
。）
及
び
地

方
自
治
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
令
和
６
年
総
務
省
令
第
２
号
。
以
下
「
改
正
規
則
」

と
い
う
。）
が
令
和
６
年
１
月
19
日
に
公
布
さ
れ
、

令
和
６
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た
。

本
稿
で
は
、「
地
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令
及
び
地
方
自
治
法
施
行
規
則
等
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
の
公
布
及
び
施
行
に
つ
い
て（
通

知
）」（
令
和
６
年
１
月
19
日
総
務
省
自
治
行
政
局
長

通
知
）
の
主
な
記
載
事
項
に
関
連
す
る
内
容
を
、
以

下
の
２
か
ら
６
ま
で
の
５
項
目
に
分
け
て
解
説
す
る
。

な
お
、
本
稿
に
お
い
て
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
、

筆
者
の
私
見
で
あ
る
。

２　

議
会
に
関
連
す
る
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン

化
に
関
す
る
事
項

改
正
法
に
よ
り
、
住
民
か
ら
議
会
に
対
す
る
請
願

書
の
提
出
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
。

以
下
「
法
」
と
い
う
。）
第
１
２
４
条
）
や
、
議
会
か

ら
国
会
に
対
す
る
意
見
書
の
提
出
（
同
法
第
99
条
）

行
政
通
知
の
読
み
方
・
使
い
方

連
載

第
36
回
連
載

第
36
回

この連載では、自治体法務に
関わる行政通知を取り上げ、
通知の発出元に、発出の背景
や読み方、使い方などを解説
していただきます。

地
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
及
び
地
方
自
治
法

施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
公
布
及
び
施
行
に
つ
い
て

（
通
知
）

）

令
和
６
年
１
月
19
日
総
行
行
第
36
号
、
総
行
福
第
８
号
、
各
都
道
府
県
知
事
、
各
都
道
府
県
議
会
議
長
、 

各
指
定
都
市
市
長
、
各
指
定
都
市
議
会
議
長
、
各
人
事
委
員
会
委
員
長
宛
、
総
務
省
自
治
行
政
局
長

（
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な
く
、
文
書
等
に
よ
る
手
続
に
準
じ
て
必
要
な
資
料

を
送
信
す
る
場
合
を
指
し
て
い
る
。

同
条
第
２
項
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
通
知
を
行

う
際
に
、
な
り
す
ま
し
や
改
ざ
ん
等
を
防
止
す
る
た

め
電
子
署
名
等
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
。
同
項
は
、

電
子
署
名
等
を
求
め
る
こ
と
を
基
本
と
し
つ
つ
、
た

だ
し
書
き
に
お
い
て
、
議
会
等
が
、
各
手
続
の
特
性

や
利
用
者
の
利
便
性
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
、
電
子

署
名
等
以
外
の
方
法
に
よ
っ
て
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

本
人
確
認
を
行
う
こ
と
も
可
能
と
し
て
い
る
。

則
第
12
条
の
２
の
７
は
、
デ
ジ
タ
ル
に
よ
る
通
知

を
拒
否
す
る
者
や
デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
で
き
な
い
者

が
い
る
こ
と
を
念
頭
に
、
通
知
を
受
け
る
者
が
オ
ン

ラ
イ
ン
に
よ
り
通
知
を
受
け
る
こ
と
に
同
意
し
て
い

る
こ
と
を
要
求
す
る
法
第
１
３
８
条
の
２
第
２
項
た

だ
し
書
き
を
受
け
、
そ
の
具
体
的
方
法
を
定
め
る
も

の
で
あ
る
。

則
第
12
条
の
２
の
７
第
１
号
は
、
議
会
に
関
連
す

る
手
続
を
電
子
的
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
オ
ン
ラ
イ

ン
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
を
入

力
し
て
ロ
グ
イ
ン
し
た
上
で
、
通
知
を
表
示
・
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
す
る
方
法
で
あ
り
、
同
条
第
２
号
は
、
オ

ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
に
よ
ら
な
い
手
続
に
お
い
て
、

例
え
ば
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
通
知
を
行
う
際
に
、

当
該
通
知
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
受
け
る
旨
を
明
示
す
る

方
法
や
、
別
途
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
送
付
願
い
を

送
信
す
る
方
法
で
あ
る
。

前
記
の
と
お
り
、
法
第
１
３
８
条
の
２
第
２
項
た

だ
し
書
き
は
、
通
知
を
受
け
る
者
が
オ
ン
ラ
イ
ン
に

よ
る
方
法
で
通
知
を
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
こ

と
を
要
求
し
て
い
る
が
、
国
会
に
対
す
る
意
見
書
に

つ
い
て
は
、
国
会
が
全
国
の
議
会
に
対
し
、
そ
れ
ぞ

れ
同
意
を
す
る
こ
と
は
現
実
的
で
は
な
い
こ
と
か

ら
、
同
意
要
件
を
求
め
て
い
な
い
。

他
方
、
国
会
に
送
付
さ
れ
る
意
見
書
が
、
議
会
か

ら
真
正
に
送
付
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
た
め
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
則
第
12
条
の
２
の
８
に
お
い
て
、
各
議
会
は
、

国
会
に
対
す
る
意
見
書
の
送
付
に
当
た
り
、
真
正
性

を
担
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。

具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
方
法
を
採
用
す
る
か
は
、

専
ら
意
見
書
を
受
け
取
る
国
会
に
お
い
て
判
断
さ
れ

る
事
項
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
同
条
で
は
真
正
性
を
担

保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
の
み
を
規
定
し
、
そ
の
具
体
的
方
法
は
国
会
に
委

ね
て
い
る
。
な
お
、こ
の
具
体
的
方
法
に
つ
い
て
は
、

地
方
公
共
団
体
組
織
認
証
基
盤
（
行
政
機
関
の
長
そ

の
他
の
地
方
公
務
員
の
職
を
証
明
す
る
こ
と
そ
の
他

地
方
公
共
団
体
が
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て

手
続
を
行
い
、
又
は
行
わ
せ
る
た
め
に
運
営
す
る
も

の
を
い
う
。）
の
職
責
証
明
書
に
基
づ
く
電
子
署
名

と
し
て
い
る
。

３　

指
定
公
金
事
務
取
扱
者
及
び
公
金
事
務

の
委
託
に
関
す
る
事
項

改
正
法
に
よ
り
、
地
方
自
治
法
に
お
い
て
原
則
禁

止
さ
れ
て
い
る
公
金
の
徴
収
・
収
納
・
支
出
の
私
人

へ
の
委
託
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
委
託
に
共
通
す
る

制
度
と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
は
、
公
金
事
務
を
適

切
か
つ
確
実
に
遂
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
を
指
定

し
、
当
該
指
定
を
し
た
者
に
対
し
公
金
事
務
を
委
託

す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
長
の
判
断
に
よ
り
原

則
全
て
の
歳
入
等
の
収
納
事
務
に
つ
い
て
、
指
定
公

金
事
務
取
扱
者
へ
の
委
託
が
可
能
と
な
っ
た
（
指
定

公
金
事
務
取
扱
者
制
度
）。

法
で
は
、
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
等
の
要
件
等
を

政
令
（
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
22
年
政
令
第
16

号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。））
に
、
指
定
公
金
事
務

取
扱
者
制
度
に
お
け
る
具
体
的
手
続
を
則
に
委
任
し

て
い
る
。

（
１
）
地
方
自
治
法
施
行
令
関
係

令
第
１
７
３
条
は
、
類
似
制
度
で
あ
る
指
定
納
付

受
託
者
制
度
に
お
い
て
整
備
さ
れ
て
い
る
指
定
納
付

受
託
者
の
要
件
（
令
第
１
５
８
条
）
と
同
等
の
要
件

を
、
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
に
つ
い
て
規
定
す
る
も

の
で
あ
る
。
な
お
、
本
条
見
出
し
に
お
い
て
、「「
指

定
公
金
事
務
取
扱
者
等
」
の
要
件
」
と
さ
れ
て
い
る
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の
は
、
地
方
自
治
法
第
２
４
３
条
の
２
第
５
項
及
び

第
６
項
に
お
い
て
、
同
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
委

託
を
受
け
た
者
で
あ
る
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
が
、

地
方
公
共
団
体
か
ら
委
託
を
受
け
た
公
金
事
務
に
つ

い
て
、
第
三
者
に
再
委
託
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ

と
や
そ
の
受
託
者
が
更
な
る
再
委
託
を
行
う
こ
と
が

規
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
れ
ら
の
再
委
託
を
受

け
る
者
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
で
あ
る
。

ま
た
、
前
記
の
と
お
り
、
収
納
事
務
に
つ
い
て
は
、

原
則
と
し
て
全
て
の
公
金
に
つ
い
て
、
長
の
判
断
に

よ
り
、
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
へ
委
託
で
き
る
よ
う

に
な
っ
た
が
、
徴
収
事
務
を
委
託
で
き
る
歳
入
や
、

支
出
事
務
を
委
託
で
き
る
歳
出
に
つ
い
て
は
、
引
き

続
き
、
改
正
令
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
自
治
法
施
行

令
（
以
下
「
旧
令
」
と
い
う
。）
又
は
他
の
個
別
法

令
に
規
定
さ
れ
て
い
た
も
の
に
限
定
す
る
こ
と
と
さ

れ
、
旧
令
に
規
定
さ
れ
て
い
た
徴
収
事
務
委
託
が
可

能
な
歳
入
が
令
第
１
７
３
条
の
２
第
１
項
に
、
支
出

事
務
委
託
が
可
能
な
歳
出
が
令
第
１
７
３
条
の
３
第

１
項
に
規
定
さ
れ
た
。

（
２
）
地
方
自
治
法
施
行
規
則
関
係

則
第
12
条
の
２
の
14
第
２
項
は
、
法
第
２
４
３
条

の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
し
た
と
き
の
同

条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
事
項
を
定
め
た
も
の

で
あ
る
。
同
項
に
お
い
て
、「
前
項
の
規
定
に
よ
る

委
託
を
し
た
と
き
は
、
当
該
委
託
を
受
け
た
者
（
以

下
「
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
」
と
い
う
。）」
と
し
て
、

指
定
公
金
事
務
取
扱
者
の
定
義
が
公
金
事
務
の
委
託

を
受
け
た
者
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、法
に
お
い
て
、

同
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
「
指
定
」
を
し
た
と
き

の
告
示
に
関
す
る
規
定
は
置
か
れ
て
い
な
い
が
、
同

条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
事
項
と
し
て
、
則
第

12
条
の
２
の
14
第
２
項
に
お
い
て「
指
定
を
し
た
日
」

が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
法
に
お
い
て
、
法
第
２
４
３
条
の
２
第
１

項
の
規
定
に
よ
る
委
託
が
終
了
し
た
と
き
の
告
示
に

関
す
る
規
定
は
な
い
と
こ
ろ
、
同
条
第
２
項
の
規
定

に
よ
る
委
託
を
し
た
と
き
の
告
示
に
つ
い
て
は
、
当

該
委
託
の
終
了
時
等
に
お
い
て
、
住
民
等
か
ら
の
疑

義
が
生
じ
な
い
よ
う
、
適
切
に
取
り
扱
う
必
要
が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

則
第
12
条
の
２
の
19
は
、
法
第
２
４
３
条
の
２
の

４
第
２
項
（
法
第
２
４
３
条
の
２
の
５
第
３
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の
規
定
に
よ
り
、

歳
入
の
徴
収
又
は
歳
入
等
の
収
納
に
関
す
る
事
務
の

委
託
を
受
け
た
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
が
、
納
入
義

務
者
か
ら
歳
入
の
納
付
を
受
け
る
方
法
に
つ
い
て
定

め
た
も
の
で
あ
る
。

則
第
12
条
の
２
の
19
に
お
け
る
「
口
座
振
替
の
方

法
」
は
、
納
入
義
務
者
の
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
に

対
す
る
納
付
方
法
を
規
定
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
歳
入
の
納
付
方
法
を
規

定
す
る
地
方
自
治
法
第
２
３
１
条
の
２
第
３
項
の
委

任
を
受
け
て
普
通
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
納
付
方

法
を
定
め
た
令
第
１
５
５
条
に
規
定
す
る
「
口
座
振

替
の
方
法
」
と
は
別
に
規
定
す
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、「
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
３
条
第
５

項
に
規
定
す
る
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る

取
引
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
為
替
取
引
」
は
、
い
わ

ゆ
る
プ
リ
ペ
イ
ド
方
式
を
指
す
も
の
で
あ
る
。

指
定
公
金
事
務
取
扱
者
は
普
通
地
方
公
共
団
体
に

代
わ
っ
て
歳
入
の
徴
収
又
は
歳
入
等
の
収
納
に
関
す

る
事
務
を
行
う
こ
と
か
ら
、
法
第
２
４
３
条
の
２
の

４
第
３
項
（
法
第
２
４
３
条
の
２
の
５
第
３
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
に
お
い
て
、
普
通

地
方
公
共
団
体
の
歳
入
の
納
入
義
務
は
、
納
入
義
務

者
が
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
に
当
該
歳
入
を
納
付
し

た
と
き
に
履
行
さ
れ
た
も
の
と
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

お
り
、
し
た
が
っ
て
、
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
制
度

に
お
い
て
活
用
す
る
こ
と
の
で
き
る
決
済
手
段
は
、

収
納
の
効
果
が
即
時
に
及
ぶ
も
の
と
す
る
必
要
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
現
金
及
び
則
第
12
条
の
２
の
19
に
規

定
す
る
方
法
に
限
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

則
第
12
条
の
２
の
20
は
、
法
第
２
４
３
条
の
２
の

５
第
１
項
第
２
号
の
「
そ
の
性
質
上
そ
の
収
納
に
関

す
る
事
務
を
委
託
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
も
の
」

を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。

以
上
の
ほ
か
、
則
に
お
い
て
は
、
普
通
地
方
公
共

団
体
の
長
が
法
第
２
４
３
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に

よ
り
公
金
事
務
を
適
切
か
つ
確
実
に
遂
行
す
る
こ
と
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が
で
き
る
者
と
し
て
政
令
で
定
め
る
者
を
指
定
す
る

方
法
、
法
第
２
４
３
条
の
２
第
３
項
の
規
定
に
よ
り

指
定
公
金
事
務
取
扱
者
が
そ
の
名
称
等
を
変
更
し
よ

う
と
す
る
と
き
の
届
出
の
方
法
、
法
第
２
４
３
条
の

２
の
２
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
普
通
地
方
公
共
団
体

の
長
が
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
に
対
し
報
告
を
さ
せ

る
方
法
、
法
第
２
４
３
条
の
２
の
３
第
１
項
の
規
定

に
よ
り
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
が
指
定
公
金
事
務

取
扱
者
の
指
定
を
取
り
消
す
方
法
を
規
定
し
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
方
法
は
、
い
ず
れ
も
、
指
定
納
付
受

託
者
制
度
に
お
け
る
方
法
と
同
様
と
さ
れ
て
い
る
。

（
３
）
そ
の
他

改
正
法
に
よ
り
、
収
納
事
務
の
私
人
へ
の
委
託
に

関
す
る
個
別
法
上
の
根
拠
規
定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と

に
伴
い
、
改
正
令
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
に
基
づ
く
各
政

令
上
の
手
続
・
監
督
等
の
関
係
規
定
が
削
除
さ
れ
た
。

他
方
、
徴
収
事
務
の
私
人
へ
の
委
託
に
関
す
る
個

別
法
上
の
根
拠
規
定
に
つ
い
て
は
存
置
す
る
こ
と
と

さ
れ
た
上
で
、
改
正
法
に
よ
り
、
手
続
・
監
督
等
の

関
係
規
定
は
法
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
た

こ
と
に
伴
い
、
こ
れ
ら
の
個
別
法
に
基
づ
く
各
政
令

上
の
手
続
・
監
督
等
の
関
係
規
定
が
削
除
さ
れ
た
。

な
お
、
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
公
営
企
業
法

（
昭
和
22
年
法
律
第
２
９
２
号
）
に
お
い
て
、
法
第

２
４
３
条
の
２
等
の
規
定
を
準
用
す
る
こ
と
と
し
た

こ
と
か
ら
、
地
方
公
営
企
業
法
施
行
令
（
昭
和
27
年

政
令
第
４
０
３
号
）
に
お
い
て
は
、
令
を
準
用
す
る

こ
と
と
し
た
上
で
、
所
要
の
読
替
規
定
等
が
規
定
さ

れ
た
（
＊
）。

４　

公
共
工
事
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
地

方
公
共
団
体
が
前
金
払
を
す
る
こ
と
の
で

き
る
割
合
に
関
す
る
事
項

国
直
轄
工
事
に
係
る
特
例
の
取
扱
い
変
更
の
方
針

や
、
被
災
市
町
村
の
復
旧
・
復
興
状
況
等
を
踏
ま
え
、

東
日
本
大
震
災
に
際
し
、
災
害
救
助
法
（
昭
和
22
年

法
律
第
１
１
８
号
）
が
適
用
さ
れ
た
市
町
村
の
区
域

（
東
京
都
の
区
域
を
除
く
。）
に
お
い
て
施
行
す
る
公

共
工
事
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体
が

前
金
払
を
す
る
こ
と
の
で
き
る
割
合
の
特
例
を
定
め

た
規
定
（
令
旧
附
則
第
７
条
第
２
項
及
び
則
旧
附
則

第
３
条
第
２
項
）
を
削
除
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

５　

会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
勤
勉
手

当
の
支
給
に
関
す
る
事
項

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
昭
和
37
年

政
令
第
３
５
２
号
）第
５
条
の
２
第
２
項
に
つ
い
て
、

改
正
法
に
よ
り
会
計
年
度
任
用
職
員
に
つ
い
て
勤
勉

手
当
を
支
給
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
37
年
法
律
第

１
５
２
号
）
第
２
条
第
１
項
第
６
号
に
規
定
す
る
法

第
２
０
４
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
職
員
に
つ

い
て
の
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
係
る

期
末
手
当
等
に
含
ま
れ
る
同
条
第
２
項
に
規
定
す
る

手
当
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
第
５
条
第
２
項

第
６
号
に
掲
げ
る
職
員
に
あ
っ
て
は
法
第
２
０
３
条

の
２
第
４
項
に
規
定
す
る
期
末
手
当
又
は
勤
勉
手
当

の
う
ち
法
第
２
０
４
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
職

員
に
係
る
期
末
手
当
等
に
含
ま
れ
る
手
当
に
相
当
す

る
も
の
と
し
て
組
合
の
運
営
規
則
で
定
め
る
も
の
と

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

６　

改
正
令
及
び
改
正
規
則
の
経
過
措
置
に

関
す
る
事
項

（
１
）
改
正
令
附
則
第
２
条
第
１
項
関
係

前
記
３
に
関
し
て
、
改
正
令
附
則
第
２
条
第
１
項

は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
令
和
８
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
は
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
、
令
和
６

年
４
月
１
日
の
前
日
に
お
い
て
現
に
公
金
事
務
を
行

わ
せ
て
い
る
者
に
当
該
事
務
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で

き
る
も
の
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

改
正
法
の
施
行
前
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
に
お

い
て
は
、
改
正
法
に
よ
る
改
正
前
の
法
及
び
旧
令
又

は
こ
れ
ら
以
外
の
個
別
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
私

人
と
委
託
契
約
を
締
結
し
、
公
金
事
務
を
行
わ
せ
て

い
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
普
通
地
方
公
共
団
体
と
私
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人
と
の
契
約
関
係
に
影
響
を
与
え
な
い
よ
う
、
指
定

公
金
事
務
取
扱
者
制
度
の
創
設
に
当
た
っ
て
経
過
措

置
を
設
け
た
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
同
項
は
、
旧

令
に
基
づ
き
、
令
和
６
年
４
月
１
日
の
前
日
に
お
い

て
公
金
の
徴
収
若
し
く
は
収
納
又
は
支
出
に
関
す
る

事
務
を
私
人
に
委
託
し
て
い
た
場
合
に
係
る
経
過
措

置
を
定
め
た
も
の
で
あ
り
、
改
正
法
附
則
第
２
条
第

３
項
（
同
条
第
４
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。）
は
、改
正
法
に
よ
る
改
正
前
の
個
別
法
令
（
児

童
福
祉
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
１
６
４
号
）
等
）
に

基
づ
き
、
令
和
６
年
４
月
１
日
の
前
日
に
お
い
て
公

金
の
徴
収
又
は
収
納
に
関
す
る
事
務
を
私
人
に
委
託

し
て
い
た
場
合
に
係
る
経
過
措
置
を
定
め
た
も
の
で

あ
る
。

な
お
、
こ
れ
ら
の
経
過
措
置
は
、
施
行
日
の
前
日

に
お
い
て
現
に
公
金
事
務
を
行
わ
せ
て
い
る
者
が
行

う
当
該
公
金
事
務
を
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
当

該
公
金
事
務
に
係
る
契
約
が
施
行
日
を
ま
た
ぐ
も
の

で
あ
る
か
を
問
わ
な
い
も
の
で
あ
る
。

（
２
）
改
正
令
附
則
第
２
条
第
２
項
及
び
改
正
規
則

附
則
第
２
項
関
係

前
記
４
に
関
し
て
、
改
正
令
の
経
過
措
置
の
対
象

と
す
る
必
要
が
あ
る
契
約
は
、
地
方
自
治
法
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
４
年
政
令
第

２
１
１
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
６
年
４
月
１
日

の
前
日
ま
で
の
間
に
締
結
さ
れ
た
契
約
で
あ
り
、
改

正
規
則
の
経
過
措
置
の
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
契

約
は
、
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
令
和
４
年
総
務
省
令
第
41
号
）
の
施
行
の
日

か
ら
令
和
６
年
４
月
１
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
締
結

さ
れ
た
契
約
で
あ
る
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
た
も
の
で

あ
る
。

７　

お
わ
り
に

改
正
令
及
び
改
正
規
則
に
お
い
て
は
、
改
正
法
の

施
行
に
伴
う
内
容
と
し
て
、
議
会
に
関
連
す
る
手
続

の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
、
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
制
度
及

び
会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
勤
勉
手
当
の
支
給

に
関
す
る
事
項
が
規
定
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
公
共
工

事
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体
が
前
金

払
を
す
る
こ
と
の
で
き
る
割
合
に
関
す
る
事
項
も
規

定
さ
れ
て
い
る
。

各
地
方
公
共
団
体
に
お
か
れ
て
は
、
各
改
正
項
目

に
つ
い
て
の
理
解
を
深
め
、
必
要
な
対
応
を
し
て
い

た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

注＊
地
方
自
治
法
及
び
令
の
準
用
に
当
た
っ
て
は
、
地
方

公
営
企
業
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
地
方

公
営
企
業
の
管
理
者
は
、
地
方
公
営
企
業
の
業
務
を

執
行
し
、
当
該
業
務
の
執
行
に
関
し
当
該
地
方
公
共

団
体
を
代
表
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

こ
れ
ら
の
法
令
の
公
金
事
務
の
委
託
に
係
る
規
定
中

「
地
方
公
共
団
体
の
長
」
又
は
「
会
計
管
理
者
」
と
規

定
さ
れ
て
い
る
箇
所
は
、
当
然
に
「
管
理
者
」
と
読

み
替
え
る
こ
と
と
な
る
。


